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中国農村地域における電気通信の発展*

一一農村電話を中心として一一

山

西

直

浩

周

重

田

村

江

之

彦

I は じ め に

経済発展と電気通信の発展との聞には強い相互依存関係が存在している。経

済成長は電気通信の普及に寄与するとともに，電気通信の発展は経済成長の促

進に貢献する九とくに，電話の普及は先進国よりも発展途上国において経済

発展により大きく貢献する，という研究もあるヘ従って，発展途上国にとっ

て，電気通信の発展， とくに電話の普及は極めて重要な課題だといってよい。

高度情報化が進展し，電気通信が社会・経済の神経中枢的インフヲストラクチ

ャーとしてより一層重要な地位を占めつつある今日，乙のことはますます重要

となりつつある，といってよいであろう。

Lかし，発展途上国にとって，電気通信の発達はさまざまの理由から決して

容易なことではない。たとえば，表 1に示されるように，情報通信インフラ見

キ 本稿は，主として，山田措之，西村周三， I車江重茸が，中華人民共和国政府郵電部町協力をえ
て， 1989年1月及び19叩年10月に行った中園長村電溜事情調査にもとづ〈ものである。なお，同
詰宜は電気二通信普及財団の研究助成金に上る支援を受け，また1989年1月D調査に当たっては.
手当時京都大学大学院生であり，通訳としτ同行した王彦峰氏に負うところが大きい。誌して謝意:
を表する。。R.J. Saunders， J- J. Warf田 d& B. Wellp.nins. Telecoml1叩 nicationsand Economic 
Development， The Johns Hopkins Unhersity Pr白色 198正岸下健監訳『電気通信と経済開発』
東洋経済新報社，昭和60年=斎藤優神品光弘宝鋼純 ~~ .発展途上国のョミ a ニケ -.y"ツ

開発』文真邑昭和i61年，等を参照されたい。
2) Hardy， A.“ lbe Role of the Telephone in Economic Development，" ITU-Cas8 S比udy，
No. 6， ITU. 1983斎藤神品宝J紙前掲書第2章，参照。



2 (2) 第146巷第l号

表 1 通信インフラストラクチキーの地域格差

別 E亜孟E雪亙豆機-瓦 考

1，000人当たり l 

一日一士一日
¥ 
741. 0 制 01

ム | 人当たり GNPが400米
1F lT叫でパ ζド，ネパーリいL ザづー等

| 人当たり GNPが 400'""
15.1 I 2，50C米ド L。韓国，マレ

|イニア ブラジノレ等

|日本 来国，西欧，カナダ
352.0 I 

1守 一一一一一l

マクプライド委員会報告書 (1979竿〕による。

(出所〉 郵政省通信政策吊編『世界情報通信社会の構築に向けて』昭礼:62年， 42ミ ジよりヲ1用

〈マタフドライ γ委員会報告書 (1979)より作成)。

トヲクチャーを構成する電話と他の手段とを比較すると，途上国と先進国との

格差はラジオや新聞よりも電話の方がはるかに大きい。また， ラジオや新聞の

普及は途上国と中進国との聞に大きな差がないのに対して，電話の場合は両者

の聞にかなりの差がある。これは一つには，電話機がより高価であるとともに，

それは伝送路や交換機などから構成される伝送システムがあってはじめて機能

すること，従って高度の技術によって支えられねばならず，また多額の資金を

必要とすること等によるものである。が，もう一つには，情報の生産・流通シ

ステム これは社会経済システムにほかならないが，一一ーによると乙ろが大

きいことは言うまでもない。

きて，本稿は，中国の経済発展のための電気通信の発展方向を追求しIょうと

いう問題意識から，中国農村における電話普及の実態と問題点を明らかに Lょ

うとするものである。そのために，まず指摘されねばならない点は，中国は世

界最大の人口を有 L，その点で大国ではあるが，電気通信においては多くの発

展途上国と同様の状況にあることであるヘ

3) 中国の電気通信の現況については，中国郵電部『中国郵電事業』人民郵電出版也 1988& 

19田，参照。なお，斎藤神品・宝飢前掲書第4章く中国遼寧省における電気通信発展研出〉

も参考になる。
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電話機の台数は1986年に707万台であったが， 最近は毎年約百万台づっ増加

して， 1989年には羽田万台となり，普及率もほぼ 1%となった。しかし，主要

先進諸国は5日%から8日%台の水準に達Lており，中国はなお極めて低い水準に

ある。近年，中国政府は，経済発展のために電気通信がきわめて重要であると

の認識を深め，その発展に努力しており，電話の普及を促進，長距離電話・国

際電話を拡充， Telexや Faxを導入し，ディジタノレ化をも進め始めた。しか

し，これらの近代化はなお大きく遅れており，拡充計画も大都市に集中Lて，

後にみるような郷鎮企業の発展によって農村における電話需要は増加 Lている

にも拘らずp 農村地域の電気通信は相対的に遅れしが拡大しているといってよい。

次に指摘しておきたい点は，中国は社会主義経済体制であるため，その電気

通信の需要構造は資本主義経済体制にある国々とは大雪〈異なる面があること

である。電話サーピ旦は，中央集権体制を維持するための党や政府の利用が最

優先され，一般の経済活動のための利用は常にそれらの後に因されてきた。そ

れ故， これまでは， 後に述べるように(図 2参照入どちらかといえば都市よ

りも農村のほうが最低限の電話需要を満たすという視点、から重視されてきたが，

経済の解放政策の進展に伴い，都市および都市間の改善がより急務とされるよ

うになってきている。特に， 80年代に入ってからは，そのような傾向が顕著で，

農村部での停滞と都市部での発展という他の途上国と同様の問題を不すように

なっている。それだけ一層，農村における電話の普及をいかに進めるべきかが

重要な課題となっている，という 4とが己きょう。

Il 中国における農村電話の進展

中国における電気通信の管理は，図 1に示きれるように，郵電部の下に形式

的には一元化さわている。しかし，著者たもの現地調査による観察からすれば，

各省や直轄市が大幅な自主権を持って，かなりの程度，分権的な意思決定が行

われており，そのため中央の郵電部の機能は，技術的な指導と計画の調整に限

定されている， といってよいであろう。
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図 1 電気通信管理機構

国 て1'.ヵgて 院 垂日 電

省，自治区，直轄市 J 省，白治区，直轄市
人 民 政 府 |郵 質 管 理 局

地方行政出署 地区郵電局

市人民政府 市郵電局

県人民政府 県都道局

郵電支局

郷(人民公社) 郵 電 所

代 弁 所

さて，農村の電話については，郵電総局電信部農村電話所が担当しており，

その管轄地域は各省及び自治区の中の県と称される部分で，全国の90%以上の

地域と80%以上の人口を対象としているヘ

郵電部の組織では，県単位に郵電局が設置され，郷には郵電支局が設けられ

ている。さらにそので部単位である生産大隊には郵電所が置かれ，郵便及び電

4) 県以下白行政単位には，まず市と郷及び鎮があり，農村といえるのは郷及び鎮である。郷と鎮
とでは，鎮の方がより都市的性格(中心性〉が強い。また郷・鎮の卜にはいくつかの生崖大隊が
あり，さらにそり下に生産隊がおかれている。なお，以下で. r:農村電話J(rural teleph叩，)
とよぶのは，との県に所属する電話であり，県内白中小都市町電話も含んでいる。この農村電話
以外の都市町電話は「都市茸E有」とよぶことにする。
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表2 農村における通話可能地域の比率 〔単位%)

1965年 1981年 1983年 1985年

電話交換機保有 74.1 68.8 69.6 

郷〈人民公社〉 95.6 95.5 94.9 94.8 

生産 大 隊 52. 5 58.0 48.3 45.5 

生 産 隊 21. 5 

気通信サーピλ を提供している。

現在，すべての県において電話サーピA が提供されており，その下の郷，鎮

についても 1988午には98%程度の電話普及率となっている。しかしながら，そ

の下の生産大隊では約50%，さらにその下の生産隊では20数%と言う普及率と

なっており，いわゆる農村地域での電話普及はきわめて低い状況にある。

また，それらの電話も，そのほとん Eが軍党政の三機関に置かれるもので，

残りのほとんどが郷鎮企業が所有するものとなっており，一般農家は電話を持

っていない。実際， 1979年までは，全国の農村で個人の所有する電話は皆無で

あった。 1984年には，個人所有の電話が6278台となり，今日では数万台に達し

ていると考えられる。しかし，全国の農家戸数2億数千万戸から見ればほぼゼ

ロに等しいと言えよう。(表 2，参照)

ここで，都市電話E農村電話の比率をみると， 1989年の1089万台のうち農村

電話は221万台で約20%である。 1985年は， 農村電話は約36%であり， 近年は

都市電話の伸びの方が大きいことがわかる。そこで，両者の仲ぴをふり返って

みると，図 2のようになるの。 1950年代の革命後の経済建設初期には農村電話

が都市電話より重祝されて，優先的に整備され， 1950年から60年までの10年間

に農村電話は5.4倍になった。その後，自然災害による経済衰退等によって，農

村電話は激減する。また文化大革命の期間には，農村電話・都市電話ともに被

害を受け，と〈に個人住宅電話は大量に撤廃された。しかし 1978年の経済体

5) 王彦陣『電気通信と経演発展一一中国の電気通骨事業を考える~ (京都大字大学院・修士論

文)， 1990年，第4章によるa
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図2 中国における都市電話と農村電話の成長

実線:都市電話 点線農村電話
0001--------------平二云;

''b，.， _o-i. 
P同司0_-"-...0""

i yj  J 

330トー一千一ー もーー ーコi
l.-""-←-0_-<>_-<>_...0-

220ト 1一一

山ムど三三
。

1960 1965 1970 1975 198口 1985 

〈注) 1953年を100とする指数で示す。
〈出所〕 国家統計局『中国統計年鑑-'1岨6年版(中国統計出版社〕より，王彦峰カ工作成。

制改革によって新たな発展が始り，と〈に都市電話の伸びはめざましい。すな

わち1979年から89年への10年間で農村電話は1.7倍をすぎないのに対して，都市

電話は3_3倍となっている。

そこで，農村電話の問題点を農村経済の発展と関連づけながら，考察してお

』つ。

2 郷鎮企業の発展と農村電話

中国の農村経済は， 1978年の経済体制改革すなわち新農業政策の採用等によ

りて，人民公社は解体して個人農が主役となり，閉鎖的な白然経済から開放的

な商品経済に転化し，大きく発展することになった。その中で特に注目されて

いるのは郷鎮企業〈農村企業〕の発展であり，それによる農村の工業化である。

郷鎮企業とは，農村地域に立地する非国営の企業群を総称するものであり，
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衰 s 郷鎮企業(1988年，全国)

|公営|個人|共同経営 I合 計

企業数(万件〉 159.00 1609.18 119.99 1，888.16 

平均規模(人〉 30.8 2.3 8.1 

内工業(万件〉 99.73 

平均規模 〈人〕 35.2 

〈出所〕 菊池道樹「郷鎮企業論J，1中国経済の新局面1139ペーシ。

郷・村首の公蛍企業，個人経営企業，農民が連合して経営に当たる共同経営企

業など，種々の所有形態があるω。経営規模も，家族経質の零細な規模から，

従業員が2000入者超える大規模な公営企業まで，多様である。業種としては，

工業，建築業，運輸業，商業・飲食業など多岐にわたっているが，食品加工，

飼料加工，中小農機具，建築材料などの工業が中心である。

郷鎮企業という概念は1983年に生まれ，翌日4年の 3月14日付の国務院通達に

よって，農村の非国営企業は郷鎮企業と呼ばれるようになったがへ それ以来

1983年に3200万人台であった郷鎮企業の従業者数は1988年には9500万人台へと

劇的な増加をみることになった。 (1988年の所有形態別の企業数・規模につい

ては，表3を参照されたい)0 19日8年の中国の農村労働力は約4億であるから，

郷鎮企業労働力はその約24%を占めている。新農業政策によって，農業生産性

は大きく上昇したが，それに伴って生じた余剰労働力が1983年から8自年の 5年

聞に約6300万人も郷鎮企業に吸収されたわ付である。

こりような郷鎮企業の発展は，郷鎮企業の労働生産性が農業の生産性を上回

っていたからにtまかならないが，郷鎮企業は時には農業の生産物を原料とし，

6) 郷鎮企業については，次の文献を参照。菊他道樹「郷鎮企業論J (山内一男・菊池道樹編『中
国経済の新局面』法政大学出版局， 1990年所収);渡辺利土「中国白地域政策と揮額企業J (1地
域政策の諸問題一一日中地域政措シンポシウムよりlNIRA政策研究 1990.Vol. :3 No. 6) ;清

国忠男 l部鎮企業の形式と展開J (鶴見和子他『中国における「小域鎮」建設に関場る研究』
研究叢書 No.890037) ;盛樹立「現代中国の町村企業についてJ(京都大学大学院修土論文)
1989年ロ

7) 人民公社1時代の農村工業は「社隊工業」とよばれている。
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時には農業に対して農機具等の労働手段を供給して，農村内に新しい地域循環

を生みだして，農業の発展にも貢献Lたのである。そのことを通じて，郷鎮企

業は農村経済の発展に様々の役割を果たすことになった。任x.侠氏は榔鎮企業

の役割として次の 5つをあげているのc，引用しておこうω。

(1) 郷鎮企業は伝統的な農業から現代農業への転換を促進する原動力であ

る。また郷鎮企業は，農村における産業の発展を促進することによって，

良業経済の繁栄と富強をもたら Lた。

(2) 郷鎮企業の発展は「集鎮」の発達をもたらし，都市ネットワークのー

環を担った。郷鎮企業の「集鎮jへの集中は「集鎮」が経済中心地の機

能を備えるようになって周辺の村と結びついて，全国経済ネットワーク

の基礎構造となるに至った。

(3) 郷鎮企業の発展は合理的な工業体系の形成を促進した。

(4) 郷鎮企業は農村における商品生産と商品交換の発達を促進した。すな

jっち，郷鎮企業の発展によって伝統的な農業経済構造を変え，農村内部

において安定的で明確な分業と商品生産、/見テムが形成された。

(5) 郷鎮企業は，市場の繁栄と輸出の拡大に対しても重要な役割を果たし

ている。

このように，郷鎮企業は農村の中に「局地的市場圏J (local market) Y)を創

出しつつ，農業と工業とが相互に交流し，相互に繁栄を促進する新しい発展経

路を生みだすことに成功したと許価されている。従って，それは農村経済の発

8) 幸子主性『中国の経済改革と企業管理』名古屋大学出版会， 1990年.， 33-34ベ←ジ。
9) i局地的市場圏」という用語を用いたのは，農村の中にっくりだされた市場が産業資本形成期
のョーロッハ農村に成立した局地拍市場圏左ほぽ同じ内容をもっているからである。大睦久雄は
次Dように述べている。 iわれわれカh、ま問題としている中世末期から近世にかけての「農村工
業」は，-~.:>O)特徴的な相貌をそなえているよラに思われる。それほほぽ数ヵ村を含むような局

地内に，諸種の手工業者たちが農民と混住し，彼らのあいだで生産物の売買がおこなわれ，主に
販路を提供しあっているということである。われわれはζれを「局地的市場圏]とよぼラと思
うJ(大塚久雄『欧州経済史』弘文堂昭和31年， 122ベーター〉 このような局地的市場聞は発展す
るとともに，より大規模な「地域的市場圏』にさ bには「統一的国民市場」に成長するものとし
て1 位置づけられることになる。(大塚久雄，向上書，第2章，参照。〉
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展を推進する中心的な役割を果すものとして位置づけることができょう山。

さて，このような郷鎮企業の形成・成長は農村における電気通信の発展をも

たらす最も重要な要因となる。中国では今日なお，個人電話は政府や党の幹部

などによる極めて限定されたものであり，電話需要のはとんどは企業活動から

発生する。従って，郷鎮企業の成長は直ちに農村にお円る電話需要の増加を意

味するものであった。そ乙で，次により具体的に農村電話の発展状況をみるこ

とに Lょう。

III 中国農村電話事情一一3つの事例

中国政府当局者によれば，今日の農村は次の三つの地域に分けて議論するこ

とが適切である正される。第ーは，近年の開放政策によって急速に経済発展を

還げている沿海地域に位置する農村部であり，第二は，内陸部の中程度に発展

を遂げた都市に隣接する農村地域である。そして第三は，内陸部のうち経済発

展の遅れている純粋の農村地域である。そこで， これまでにわれわれが調査し

た農村から， これしb三地域に位置する農村をーっ選んで，それぞれについて現

状を報告しておよう。第一の地域に入るものとしては江蘇省蘇州市郊外の呉江

県，第二の地域に属するものとして険酉省西安市郊外の農村，第三の地域から

は甘粛省蘭州市から約100キロ離れた永登県である。江蘇省， 快西省， 甘粛省

における郷鎮企業の発展と農民の純入との関係を示す図 3によって，各省の農

村経済の発展レベノレをある程度推測することができょう。

l 江蘇省呉江県(1989年 1月)

江蘇省は，面積10.26万 km'，1988年の人口6，400万人であり，そのうちの農業

人口は5，200万人である。この省は， 11の直轄市， 11の県所属市.64の県からな

10) ごく最近に至って，郷鎮企業の経営能力の弱さ，技術水準の低いとと，資金力り小足，資源や
資金に対する需要の競合関係など様々 の問題点が指摘されており，今後の経済発展戦時との関係
で見直し論も展開されているが，蝿鎮企業の発展fミ中進地域や笹進地域。発展にとってj 最も重
要な役割を果すことは否定できないであろろ。住6)'"参考文献，参照。
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郷鎮企業労働力比率*と農民 1人当たり純収入指数料(1987年〉
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このうち64の県が農村電話の管理区域となっている。 64県は1917の郷鎮

からなり， 35，300の村がある。江蘇省全体での電話普及率は， 0.89%であり，

農村電話経営対象地域での普及率は，0.36%である。農村電話の容量は 30万四

自動化率は14.7%である。

る由主

線，

このうち呉江県は，江蘇省と前払省の省境に位置し，面積1.177km2，人同75.2

陶磁器産業が中工業，農業生産額47億元，繊維産業(絹織物)，万人であり，

心である。 ζ こは11の郷， 12の鎮， 447の村からなる。電話機設置台数は，

江蘇省では平均より高い方に位置する U 電普及率は1.5%であり，11，0灯台で，

前年1987年の605業務収入は年間876万元で，話局は23局と22の支局からなり，

万元から44.7%も伸びた。長距離電話発受信回数は197万回，電報77万通であり，

1988年の人口は

手動が混在してい品。

との民江県内の盛沢鎮は小域鎮wとしての性格をもち，

半自動，交換機は自動，
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27，500人である。加入電話台数は1594で， 普及率は5.79%に達する。 ここでの

電話料金収入 0987年)は，長距離電話収入が月間27，700元， 農村電話料収入

が月間15，抗日元， 基本料金収入が月間45，000元である。一般に農村では個人加

入は極端に少なしほとんどが企業によるもりであるが，この地域は個人加入

が365台に達し， この個人は経営者134， 普通個人122，企業負担による個人加

入119となっている。

2 西安市郊外(1989年 1月〕

険西省の首都西安市郊外の臨滝県の状況をまずみよう。同県は面積 914km'，

人口56万人(1988年〉の県であるが，観光資源に恵まれて観光業が盛んであり，

近年急速に経済発展を遂げている地域である。

岡県は27の郷鎮， 288の村からなっており， すべての郷鎮に少なくても 1台

の電話が設置されているが， 村単位では全体の15.5%しか電話を保有していな

い。使用電話機数は3220台で，普及率は 0.57%である。なお，郷鎮企業の15%

が電話を保有している。電話料金は省単位で均一の体系をもっているが，加入

料は県レベノレの郵電局が裁量権をもっている。この県の加入料は原則として

8日0元であるが， 回線がまだつながっていない地域では距離に応じた付加料金

が必要となる。

次に，同じく西安市郊外にある礼泉県超鎮の管轄下にある哀家大隊をみよう。

この村は人口225人， 52世帯であるが， そのうち27世帯が電話を保有， その点

では非常に進んだ村である。村営企業は 5つあり，それぞれセメント工場， ト

ラック運輸 (28台所有)vソガ工場，建築業，鉱石加工を営んでいる u 電話の

役割としては，会議や向張を大き〈減らすととができ，時聞の節約と資金の節

ll) /J尚主鎮につし、ては，鶴見和子他『中国における「小域槙J建設に闘する研究 江蘇省を中心

正して』総合研究開発機構 (NlRA研究叢書 No.890037) 1989年を幸伊崎小域鎮とは集鎮とも

呼ばれ，農村におい亡商工業活動が集中する農村内部市であり，より厳密には， i①周囲に農村

に囲まれながらその地域は非農業者を主件とし，①農村と異なる特徴を持ち，③しかも，周囲の

農村と欠〈べからざる関係を持つ社会実体'J (向上書ヘージ〕と定義されるが，中心地理論にお

ける最低次の中心地 (centralplace)にあたる。
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約に大いに役立つていることが強調された。電話の剥用は，村の外部とのコミ

ュニケーションが主であり，西安との通話が最も多く，北京や広州との通話が

それに続くとのことであり，電話需要も毎年増大し亡し、る。

また， 超鎮には従業員200名からなる鎮蛍のセメント工場があり， この工場

のセメント生産量は月産1200I九 年間収入は130万元で粗利益は 40万元であ

る。電話は現在 1台だけであるが，さらに 3台の増設を申込んでいる。この企

業は，近年の建築ザームによって急成長しており，これまで半農半工で生業に

従事していた人びとの相当数が工場労働者になりつつある。

3 甘粛省永登県(1990年10月)

甘粛省は，面積は 45万 km'，1989年の人口は2100万人で，そのうち農村人口

は1700万であり，人口密度は非常に低い。この省は， 7地区 2自治州 5直

轄市， 85県， 1523郷鎮， 17，538村からなっている。郷鎮の98.5%には電話が通

じているが， 電話のある村は12.5%である。農村部の電話機数は18，000台であ

り，普及率は 0.1%である。伝送設備は高架線が主で， 交換機は礎石式が大部

分である。固定資産のなかでは，高架線や電柱等の伝送設備のウェイトが大吉

く， 76%を占めているが， 1985年以降， 省政府によって年平均lC日力)[10)投資

が行われている。 1989年の農村電話以入は1000万元であるが， そのうち190万

元が設備の修繕・更新・改造に理いられており，年平均約1∞万円が省政府の

予算から損失補填のために支出されているc

乙のうち永登県は省都蘭州市から， 114kmの距離にあり，面積は 6，090km'，

人口は44.87万人であり， 22の郷鎮 28自の村から成っている。電話の総容量ほ

326あるが，加入者数は140であり，その80%は行政機関と企業である。電話の

利用は大部分が農村と県の中心的都市(小域鎮〕左の通話であるが，広大な面

積に加入者が広〈分散しているため，効率が悪く高コ兄トとなることが最も大

舎な問題であり，また電力供給が時に不安定となり，改善が必要とされている。
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以土の三つの事例jから次のことが明らかである。第 に，江蘇省12>のように

郷鎮企業が発展している地域では電話需要は大きく増加し，個人への普及もは

じまっていることである。このような地域では，電話に対する需要が供給を上

回り，資金不足に陥っ亡おり，これを解決するために，次節で述べる「社会集

資」と L、う方法がとられることになる。

次に，西安市郊外のような地域でも，郷鎮企業自発展している農村では，そ

れに応じて電話需要が存在しており 2 郷鎮企業の発展が電気通信発展のキー・

ファクターとなっていると左が確認された。

これに対して，甘粛省では，広大な地域に現在の加入者も一一潜在的な加入

者も一一散在しているため，現在の技術では伝送設備が高コストになっている。

また経済発展もお〈れているため，電話需要も低<.高=ストと相まって，赤

字経営とならざるを得ない。従ってj 甘粛省や新麗ウィグノレ地区など人口密度

が低<.広大な面積に経済活動が散在している地域に対して，新しい電気通信

の技術が開発されなければならないであろう。

IV 中国農村電話資金調達の評価と将来

中国における電話設置の投資費用は，原則として公共投資によってまかなわ

れているが，現実には郷鎮企業などの民同企業がかなりの資金負担を行ってい

る。民間資金を電話通信投資に導入す吾手段として注目に値するのが「社会集

資」と呼ばれる制度であるo たとえば呉県では回線架設などの投資費用の約40

%が，この「社会集資」という制度によって調達されている。

この制度は特に早期の電話設置を希望する企業などが自発的に資金を提供す

るものであり，自発的資金提供の額はそれぞれの地域の実情に応じて弾力的に

決められる。急速に電話が普及しつつある地域においては，ほ Eんどの地域で

この制度が採用されており，技術改良費のほぼ半分がとれによってまかなわれ

12) 江蘇省は，郷鎮企業の発展において全国第ーの地位を占めている。鶴見和子他，前掲書，第l

章「全国経済の中の江蘇省J (毛里和子〉参照。



14 (14) 第146巻第l号

ている地域もある。

この「社会集資」を含めて中国の農村電話の資金調達の特徴をまとめてみよ

う。まず第一の特徴は，資本投資の技術的側面は，中央政府の郵電部の指導に

よって行われるものの，資金調達に関しては県νベノレの自主佳がかなり尊重さ

れている点である。

第J り特徴は，発展している地域では，発展しているがゆえに料金収入のみ

では再投資は十分でないために，投資資金のほぼ半額が上記の「社会集資」で

調達されている点である。この額は企業などの設置対象先との個別折衝で決め

られる u 時には中継点などの設備などの現物も企業によって供与される。

第三の特徴は，かつて人民公社管理の下で経営されていた企業が，郷鎮vベ

ノレの管理の下におかれるとともに急速に発展し，また個人企業も認められるよ

うになったので，地域によっては電話の潜在的需要が極めて高いという点であ

る。

以上のように今後農村電話需要は急速に伸びる可能性が高いにもかかわらず，

次のような問題点も生じてきている。まず第一に，県レベノレの裁量権の増大は，

地域聞の発展のアンパラ γJえを生む可能性をはらんでいる。資金的に余裕のあ

る企業は，たとえば特に輸出企業の場合国際電話通信需要も拡大しているのに

対し，後進地域では現行の料金体系ではさほど需要が伸びない地域もある。

第二に，かりに不均等発展がある程度望ましいとしても I社会集資」制度

は現在のと乙ろ明確な負担に関するノレールを持たないために，公平な費用負担

を保証するとは限らないので，混乱を生む可能性がある。経済学の言葉でいえ

ば，消費者余剰を吸収しようという政策であるからz 均一価格が保証きれたい

で，契約に際して情実が絡む余地もある。

概していうと，中間では価格メカニズムの発展が未成熟で，また小宮隆太郎

が述べているように，企業に「経営」が存在していないことが多い悶〉。市場メ

13) 小宮隆太郎『現代中国経惰~ (東京大学出版会}第z輩. r ~本の企業と中国の企業J ~. 66-

82 と〈に p.74を参照。
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カエズムの木来の特徴である「匿名性」がたし人的なつながりで取引が行わ

れる度合いが高いのはアジア地域の特徴であるともいえるが，一種の「相対取

引」で電話設置費用の負担が決まるのは長期的発展を阻害しなし、かどうか危倶

される。もちろんこのような現象に，ょうや〈最近に至って市場メカユズムを

導入した中国の過渡期の混乱にすぎないとも理解できる。

またp 直江重彦の日本での試算によると，ローカノレ通信においても，また長

距離電話においても，ある一定の普及率に達すると，図 4のように 1台あた

りの利用回数は，ピークを越えて低下しはじめる。これは中国において実証さ

れたものではないが， もし他国におけるこのような経験が中国でも成り立っと

すると，今後の中国の電話需要に関しては次のような予想が成り立つ。

すなわち，中国では先進的な農村地域でさえも，まだピークには達していな

いから，今しばらくは電話料収入の増加が見込まれるが 5年以上の将来を考

えると新たな技術を導入しない限りは料金収入が頭打ちになる可能性がある。

したがって長期的な資金計画を明確に設定することも今後の課題となる。

この長期的な投資資金需給の見通しに関しては， 日本における電話発展期。
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制度的状況と比較する正興味深い。日本では電話設置急成長期に不足する資金

の調達のために，電話債券が発行された。これは初期には資本市場が未発達で

l あったために，事実上加入者の全額負担となったが， ζ の結果地域の通話可能

性に応じて公平な費用負担がなされたことはL、まから思えば評価できる点であ

る。

中国においても，このような公平性をいかに維持するかがよれからの課題と

なる。そのさい， 日本の債券方式による資金調達は中国におし、てかなりの参考

になるのではないかと思われる。需要者の潜在的需要が大きいときには， この

方式は貯蓄不足下の経済で，有効な資金調達方式であるからである。またこの

方式を採用しつつ，外国からの資金を導入することを考えるといろのも一案で

あろう。

資金調達方式と Lては，債券発行のほかに合弁会社の設立，借り入れ，借款

などがあるが， もし可能ならば，債券発行の方式は電話経営事業の外部からの

コントローノレを防ぐ上からも有効な手段である。

中国は現在，対外開放政策をとり， とくに沿岸地域において積極的に外国資

本の導入を図っている14)。電気通信分野における外国資本の導入は，先端技術

の習得という観点からも有効であり，中国におけるマイクロ回線，衛生通信な

どの新技術の導入意欲の高さからみても好ましい一つの資金調達手段には違い

ない。

しかしながら超長期的に拡ともかく， ここ 5年ないし 10年の視野でみた場

合，電気通信産業が園内で自立的な産業として発展するかどうかという観点も

重要である。 Lたがって日本が経験した債券発行による資金調達方法士模索す

ることも必要であろう。とりわ吋発展の著しい企業における電話通信に対する

潜在的需要はきわめて高いのであるから，資本市場の整備の一手段としてもと

れは有効であると思われるo

'4) 中国の対外資本導入政策についてはを審照。


